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本事例における留意点

取引先の保有する外国子会社株式を時価より高く買い取った場合、その高価買入額は、その

取引先に対する寄附金に該当する。

事 例

当社が90％出資する外国子会社であるＡ社は、ここ数年にわたり業績不振が継続し、債務

超過に陥ってしまいました。

また、今後においても業績が回復する見込みがないことから、Ａ社を清算することを決定し

ました。

ところで、Ａ社の設立時に現地の取引先であるＢ社に出資の要請をし、Ａ社株式の10％を

保有してもらっておりましたが、今回のＡ社の清算による損失をＢ社に負担させるわけにはい

かないと判断されたことから、当期にＡ社株式をＢ社の取得価額で買い取りました。

また、Ａ社の清算時期は現地での法的手続が終了する翌期になる予定です。

この場合において、清算前にＢ社から取得したＡ社株式の消却損については、税務上どのよ

うに処理すればよろしいですか。

なお、Ａ社の運転資金は親会社である当社からの貸付金のみにより調達しているため、Ａ社

の清算が終了した時点で貸付金のうち未回収となる部分の金額は貸倒損失として計上すること

を予定しています。なお、他の債権者の肩代り負担はありません。

【Ａ社株式買取時（当期）の会計処理】

Ａ社株式 5,000,000円 ／ 銀行預金 5,000,000円

【Ａ社清算時（翌期）の会計処理】

子会社清算損 50,000,000円 ／ Ａ社株式 50,000,000円

設立時から保有するＡ社株式45,000,000円

(5 )国 税 速 報平成25年10月14日 第6284号 第３種郵便物認可



Ⅰ 本事例における法令等の検討

１ 概要

法人税法第37条第７項では、『寄附金の

額は、寄附金、拠出金、見舞金その他いず

れの名義をもってするかを問わず、内国法

人が金銭その他の資産又は経済的な利益の

贈与又は無償の供与（広告宣伝及び見本品

の費用その他これらに類する費用並びに交

際費、接待費及び福利厚生費とされるべき

ものを除く。）をした場合における当該金

銭の額若しくは金銭以外の資産のその贈与

の時における価額又は当該経済的な利益の

その供与の時における価額によるものとす

る。』と規定されており、税法上の寄附金

は一般の寄附金よりも広い概念であると

えられています。

また、同条第８項では、『内国法人が資

産の譲渡又は経済的な利益の供与をした場

合において、その譲渡又は供与の対価の額

が当該資産のその譲渡の時における価額又

は当該経済的な利益のその供与の時におけ

る価額に比して低いときは、当該対価の額

と当該価額との差額のうち実質的に贈与又

は無償の供与をしたと認められる金額は、

前項の寄附金の額に含まれるものとする。』

と規定されており、低額による資産の譲渡

や役務の提供については、その低額となる

対価の額とその価額（時価）との差額が寄

附金の額に含まれるものとされています。

また、法人税基本通達７―３―１ 高価

買入資産の取得価額 では、『法人が不当

に高価で買い入れた固定資産について、そ

の買入価額のうち実質的に贈与をしたもの

と認められた金額がある場合には、買入価

額から当該金額を控除した金額を取得価額

とすることに留意する。』と定められてお

り、実質的に相手方に贈与をしたと認めら

れる部分の金額は資産の取得価額に含まれ

ないことを明らかにしています。

２ 子会社清算損の損金不算入について

平成22年度税制改正後においては、平

成22年10月１日以後の解散決議により、

完全支配関係がある子法人が清算した場合

のその清算法人株式の譲渡損益については、

その清算法人株式を簿価で譲渡したものと

して、親法人で譲渡損益（清算損）を認識

しないこととなり（法法61の２ ）、その

代わりとして、清算する子法人の残余財産

が確定した場合に、その子法人に残余財産

があるときは、親法人においてその繰越欠

損金を引き継げることとなりました（法法

57②)。

ところで、法人税法第61条の２ 有価

証券の譲渡益又は譲渡損の益金又は損金算

入 第16項では、『内国法人が、所有株式

（当該内国法人が有していた株式をいう。）

を発行した他の内国法人（当該内国法人と

の間に完全支配関係があるものに限る。）

の第24条第１項各号に掲げる事由（第２

項の規定の適用がある合併及び第４項に規

定する金銭等不交付分割型分割を除く。）

により金銭その他の資産の交付を受けた場

合（当該他の内国法人の同条第１項第３号

に規定する資本の払戻し若しくは解散によ

る残余財産の一部の分配又は口数の定めが

ない出資についての出資の払戻しに係るも

のである場合にあっては、その交付を受け

た時において当該所有株式を有する場合に

限る。）又は当該事由により当該他の内国
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法人の株式を有しないこととなった場合

（当該他の内国法人の残余財産の分配を受

けないことが確定した場合を含む。）にお

ける第１項の規定の適用については、同項

第１号に掲げる金額は、同項第２号に掲げ

る金額（第４項、次項又は第18項の規定

の適用がある場合には、これらの規定によ

り同号に掲げる金額とされる金額）に相当

する金額とする。』と規定されており、内

国親法人と完全支配関係のある内国子法人

の清算の場合には、子会社清算損の損金不

算入の規定が適用されることになります。

Ⅱ 本事例における取扱いの検討

１ 寄附金に該当するか

Ａ社は債務超過であり、かつ、清算を予

定している会社であることから、Ａ社株式

は無価値であると えることが相当です。

また、その無価値であるＡ社株式をＢ社の

取得価額で買い取るということは、いうま

でもなく相手方に対してそれだけ贈与した

ということであり、税務上は寄附金に該当

するものと えられます。

そうすると、Ｂ社から買い取ったＡ社株

式の取得価額は０円であり、貴社がＢ社に

対して支出した5,000,000円は寄附金に該

当することになります。

なお、上記の法人税基本通達７―３―１

でも明らかにされているように、Ａ社株式

の取得のために5,000,000円を支払ってい

ますが、実質的に相手方に贈与をしたと認

められる金額5,000,000円を控除した０円

がＢ社から買い取ったＡ社株式の取得価額

になります。

２ 子会社清算損の損金不算入

貴社と外国法人であるＡ社との間に100

％の資本関係がありますが、Ａ社は内国法

人でないことから、Ａ社株式の清算損は損

金の額に算入されることになります。

ただし、Ｂ社から買い取ったＡ社株式の

取得価額は０円であることから、その買取

りに係るＡ社株式の清算損は損金の額に算

入されません。

（貴社）

【Ａ社株式買取時の会計処理】

Ａ社株式 5,000,000円 ／ 銀行預金 5,000,000円

【税務処理】

（Ａ社株式 ０円) ／ 銀行預金 5,000,000円

寄附金 5,000,000円 ／

【税務修正】

寄附金 5,000,000円 ／ Ａ社株式 5,000,000円

Ⅱ

(7 )国 税 速 報平成25年10月14日 第6284号 第３種郵便物認可



貴社の申告調整>

【別表４】

Ｂ社に対する寄附金5,000,000円について、寄附金の損金不算入の計算が必要となります。

【別表５⑴】
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（貴社）

【Ａ社清算時の会計処理】

子会社清算損 50,000,000円 ／ Ａ社株式 50,000,000円

【税務処理】

子会社清算損 45,000,000円 ／ Ａ社株式 45,000,000円

【税務修正】

Ａ社株式 5,000,000円 ／ 子会社清算損 5,000,000円

貴社の申告調整>

【別表４】

【別表５⑴】

（了)
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